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道路敷地の評価方法について
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道路資産の再調達原価の算出方法
（民間企業並財務諸表作成ベース）

①鑑定評価に準じた方法を適用して算出された評価単位毎の単価に数量を乗じて算定

Ａ．評価単位を含む近隣地域の価格形成要因の分析に基づいて標準画地を設定し、鑑定評価に準じた方法を適用し

て評価単位毎の単価を設定

Ｂ．道路管理上使用している図面、台帳に基づいて数量を把握

②過去の支出実績に土木補償費デフレーターを乗じて現在価値に置換

③過去の路線毎の支出実績に基づき配分した金額に、土木用地費デフレーターを乗じて現在価値に置換

④過去の路線毎の支出実績に基づき配分した金額に、労務費デフレーターを乗じて現在価値に置換

⑤過去の路線毎の支出実績に基づき配分した金額に、土木用地費デフレーターを乗じて現在価値に置換

［土地］

①土地代

Ａ　鑑定評価に準じた方法
　　による単価(円） Ｂ　数量（㎡） ②補償費 ③測量費等

　直接費

④労務費 － －

⑤その他経費 － －
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道路敷地（土地）の評価

周辺土地価格を基準として評価を行い、用地取得業務に付随して

生じるその他の支出に相当する額を加算して再調達原価を算出。

〔土地の評価の手順〕

評価対象区間を含む地域の中で、土地利用等価格形成が類似する一定の地域（近隣地域）を把握し、

その地域の中に含まれる阪神高速道路の区間（道路敷地）を評価単位として設定

上記地域の中で、規模・形状等価格形成要因が標準的な状態にある画地を標準画地に設定

標準画地ごとに取引事例比較法等を適用して価格を決定し、評価単位の面積を乗じることで道路敷地

価格を算出

当該価額に、過去の支出実績から求められる補償費、測量費、労務費等相当額を土木補償費デフ

レーター等により現在価値に置き換えて加算し再調達原価を算出
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道路敷地の評価方法について（イメージ）

①評価対象区間を含む地域の中で土地利用等価格形成要因

が類似する一定の地域（近隣地域に相当する。以下

「近隣地域」という。）を把握し、近隣地域の中に含
まれる阪神高速道路の区間(道路敷地)を評価単位として
設定

②近隣地域の中で規模・形状等価格形成要因が標準的な状

態にある画地（換言すれば、評価単位内の土地価格の

中庸値を表す画地）を標準画地として設定

③標準画地を取引事例比較法等により査定し価格を決定
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地上権・区分地上権の評価
地上権・区分地上権の評価

各標準画地の土地価格に対する割合として、

①　先行事例（契約時の設定割合）

②　①を踏まえた周辺市街地における標準的な割合

③　中央用地対策連絡協議会「公共用地の取得に伴う損失補償基準細則」

等を参考として、所有権に対する権利割合を評価単位別に設定した。

地上権割合 ８０％～７０％

区分地上権割合 ８０％～　５％

地上権・区分地上権設定の例

橋脚部分のみ所有権取得

地上権設定…７０％

高速本線 高速本線

区分地上権設定…３０％

高速本線

区分地上権設定…３０％

高速本線



6

土地再調達価額集計例

路線 市区町村 所在 地番 面積 項目 土地代 補償費 測量費等 計 備考

森小路線 大阪市旭区 新森2丁目 51-5 251.84 直接費 所有権

間接費

労務費

その他経費

小計

森小路線 大阪市城東区 関目6丁目 6-2 2820.68 直接費 所有権

間接費

労務費

その他経費

小計

… … … … … … … … … …

計 3235.37

別紙参照 Ａ Ｂ Ｃ

【項目内容】 森小路線の再調達価額

土地代 鑑定評価に準じた方法による単価×面積
補償費 土地取得・移転等に伴う補償費
測量費等 土地鑑定費・測量費・用地交渉事務委託費等
労務費 土地取得に係る人件費
その他経費 土地取得に係るその他間接費
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土地算出例（詳細）

○土地評価額

図面情報 表題部 権利情報 実測情報 鑑定評価に準じた方法による土地代

評価単位番号 図面番号 路線 市区町村 所在 地番 地目 地積 権利種類 異動原因 異動年月日 実測面積 （単価） （金額） ① 筆数

12.5-1-1 * 森小路線 大阪市旭区 新森2丁目 51-5 公衆用道路  533.00 所有権 売買 S42.10.20  251.84  1

12.5-2-1 森-2 森小路線 大阪市城東区 関目6丁目 6-2 宅地  1,580.99 所有権 売買 S43.03.12  2,820.68  1

… … … … … … … … … … … … … … …

計 3,235.37  7

・単価×実測面積で算出

○使用経費率・デフレータ ○再調達価額（土地）

取得年度 労務費デフレータ 用地デフレータ 労務費率 その他経費率 税抜き率 土地代 労務費 その他経費 土地代計

② ③ ④ ⑤ ⑥ ①（再掲） (a)=①×④×② (b)=①×⑤×⑥×③ ①+(a)+(b)

1967  5.8934  2.4995 0.0674 0.0101  1.0000

1967  5.8934  2.4995 0.0674 0.0101  1.0000

… … … … … … … … … …

Ａ

・取得年度に応じた経費率・デフレータ率を乗じて再調達価額を算出

別紙「評価結果一覧表」及び「時点修正率」より
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補償費等算出例（詳細）

○補償費等支出額

図面情報 表題部  

評価単位番号 図面番号 路線 市区町村 所在 地番 権利種類 用地区分 引渡予定 実測地積 年度 補償費（土地） 測量費等 合計

12.5-1-1 * 森小路線 大阪市旭区 新森2丁目 51-5 所有権 道路敷  251.84 S41

* * 森小路線 大阪市旭区 新森2丁目 51-5 所有権 道路敷 S42

12.5-2-1 森-2 森小路線 大阪市城東区 関目6丁目 6-2 所有権 道路敷  2,820.68 S41

* * 森小路線 大阪市城東区 関目6丁目 6-2 所有権 道路敷 S42

* * 森小路線 大阪市城東区 関目6丁目 6-2 所有権 道路敷 S43

* * 森小路線 大阪市城東区 関目6丁目 6-2 所有権 道路敷 S44

… … … … … … … … … … … … … …

計

⑦ ⑧

○使用経費率・デフレータ ○再調達価額（補償費）

西暦 補償費デフレータ 用地費デフレータ 労務費デフレータ 労務費率 その他経費率 税抜き率 補償費 労務費 その他経費 補償費計

⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ (c)=⑦×⑨ (d)=⑦×⑫×⑪ (e)=⑦×⑬×⑭×⑩ (c)+(d)+(e)

1966  4.0803  2.8119  6.3590  0.0003  0.0183  1.0000

1967  3.8101  2.4995  5.8934  0.0674  0.0101  1.0000

1966  4.0803  2.8119  6.3590  0.0003  0.0183  1.0000

1967  3.8101  2.4995  5.8934  0.0674  0.0101  1.0000

1968  3.4658  2.1383  5.4569  0.0051  0.0317  1.0000

1969  3.1874  1.7968  4.9518  0.0036  0.0216  1.0000

… … … … … … … … … … …

Ｂ

○再調達価額（測量費等）

測量費等 労務費 その他経費 測量費等計

(f)=⑧×⑩×⑭ (g)=⑧×⑫×⑪ (h)=⑧×⑬×⑭×⑩ (f)+(g)+(h)

… … … …

Ｃ

・取得年度に応じた経費率・デフレータ率を乗じて再調達価額を算出
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使用デフレータ（Ｈ１６）

西暦 元号 用地費デフレータ 補償費デフレータ 労務費デフレータ
1962 S37 4.3596 5.2782 8.4996
1963 S38 3.6757 4.9597 7.9066
1964 S39 3.2136 4.6397 7.2872
1965 S40 3.0074 4.3751 6.7978
1966 S41 2.8119 4.0803 6.3590
1967 S42 2.4995 3.8101 5.8934
1968 S43 2.1383 3.4658 5.4569
1969 S44 1.7968 3.1874 4.9518
1970 S45 1.5366 3.0849 4.3949

… … … … …

1997 H9 0.6154 0.9293 0.9813
1998 H10 0.6483 0.9473 0.9739
1999 H11 0.6872 0.9523 0.9712
2000 H12 0.7329 0.9669 0.9700
2001 H13 0.7853 0.9690 0.9692
2002 H14 0.8443 0.9808 0.9893
2003 H15 0.9189 0.9904 1.0000
2004 H16 1.0000 1.0000 1.0000

○用地費デフレータ 土木用地費デフレータ（阪神公団）のH16を1として換算
○補償費デフレータ 土木補償費デフレータ（阪神公団）のH16を1として換算
○労務費デフレータ 人事院勧告の給与改善率を基に、H16を1として換算

【備考】
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評価結果一覧表（Ｈ１５）
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時点修正率（Ｈ１５～Ｈ１６）

評価単位番号 H16土地価格水準（四捨五入後） H16土地価格水準 年間変動率 H15土地価格水準
12.0-15 12-15 160,000 159,800 -6.0 170,000
12.0-16 12-16 169,000 169,200 -6.0 180,000
12.0-17 12-17 176,000 175,780 -6.0 187,000
12.0-18 12-18 141,000 141,000 -6.0 150,000
12.5-1 12.5-1 230,000 230,400 -4.0 240,000
12.5-2 12.5-2 263,000 263,200 -6.0 280,000
13.0-1 13-1 365,000 364,720 -6.0 388,000
13.0-2 13-2 326,000 325,780 -9.0 358,000
13.0-3 13-3 270,000 269,780 -6.0 287,000
13.0-4 13-4 205,000 204,530 -9.5 226,000
13.0-5 13-5 271,000 271,215 -5.5 287,000
13.0-6 13-6 139,000 139,120 -6.0 148,000
13.0-9 13-9 1,060,000 1,056,000 -4.0 1,100,000
14.0-1 14-1 175,000 174,600 -3.0 180,000
14.0-2 14-2 187,000 187,000 -6.5 200,000
14.0-3 14-3 114,000 114,000 -5.0 120,000
14.0-4 14-4 218,000 217,800 -1.0 220,000
14.0-5 14-5 523,000 522,500 -5.0 550,000
14.0-6 14-6 380,000 380,000 -5.0 400,000
14.0-7 14-7 280,000 280,000 0.0 280,000
14.0-8 14-8 377,000 377,200 -8.0 410,000
14.0-9 14-9 300,000 300,000 0.0 300,000
14.0-10 14-10 280,000 279,850 -3.5 290,000
14.0-11 14-11 232,000 231,600 -3.5 240,000
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料金徴収施設の評価方法について

道路資産評価・会計基準検討会の検討報告 （抜粋）P24

【考え方】

道路区域内に存する資産は、道路法の規制下にあり、私権が制限され、自由な取引ができない等一般

的な市場性を考慮することができないと判断しました。また、機械装置については、重要性がなく、減価償却

も行っており、また一般に売買されることがない資産の特殊性から、簿価で評価するのが適当と考えられます。

なお、ここでいう「鑑定評価手法のうち原価法」とは、価格時点において新規に再調達することを想定した

再調達原価に対して減価修正を行って積算価格を求める手法です。この原価法の準用とは、減価の要因

である物理的要因・機能的要因・経済的要因のうち、物理的要因のみに着目して減価修正を行う方法とす

ることとしました。

- 1 -

料金徴収施設（建物・構築物）は、道路区域内に存することから、一般的な市場性を考慮すること

ができないため、「鑑定評価手法のうち原価法を準用」して評価することとします。なお、附属建物等

で重要性の低い建物は簿価で評価することもやむを得ないものとします。また、一部構築物について

は、原価法に代え標準的単金方式で評価します。

また、機械装置は、原則として簿価で評価することとします。



料金徴収施設の概要

【阪神高速道路における料金所数 １３３箇所、 営業所数 １５箇所（分室含む）】

○ 喜連瓜破料金所（松原線） 【構築物、機械装置】

※1 機械装置の設備構成についてはP3に詳細を記載

○ 泉佐野営業所（湾岸線） 【建物】 ※2

○ 泉佐野営業所用車庫（湾岸線） 【附属建物】

※2  料金計算所（阪神高速道路公団においては「営業所」と称して
いる）は、主として管轄する料金所の通行料金の回収・精算業務を
実施している。料金計算所は、そのほとんどが阪神高速道路の高架
下など道路区域内に存在している。

- 2 -

ETC設備

（機械装置）※1

ETC門構

（構築物） （Ｃ）

料金徴収ブース

（構築物） （Ａ）

大屋根

（構築物） （Ｂ）



ETCレーン ブース

①ＥＴＣ    車線表示板
③ 路側アンテナ

② 車両検知器

⑥ 発進制御機

⑧ 車線制御装置

ブース内

④ 車種判別装置用カメラ ⑤ 路側表示器

○　 【 】 －料金徴収施設 機械装置 イメ ジ

⑦ 監視カメラ

⑨
料金処理機

⑩ﾌﾟﾘﾍﾟｰﾄﾞ
ｶｰﾄﾞ    処理機

３-   -



料金徴収施設の具体的な評価事例について （１）

料金徴収施設 建物（料金計算所）料金徴収施設 建物（料金計算所）

※1 鑑定機関に業務発注し、H17.3.31時点の評価額を算定。
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44 物件名 泉佐野営業所 建物用途 事務所

１．物件概要

〈所在地等〉

最寄り駅・バス停 南海電気鉄道「りんくうタウン」駅 距離 1,000m

都市計画区域 都市計画区域 線引き 市街化区域

用途地域 工業地域 防火規制 指定なし

指定建ぺい率 60% 指定容積率 200%

その他

〈建物概要〉

経過年数 11年

延べ面積 568.11㎡ 採用数量の根拠 設計図書数量

構造・階層 鉄筋コンクリート造地上2階建 建物用途 事務所

家屋番号 -

共有持分 -

主体 鉄筋コンクリート 屋根 シート防水ほか

外壁 タイル貼りほか 内壁 ビニルクロスほか

天井 岩綿吸音板ほか 床 長尺塩ビシートほか

建具 アルミ製ほか その他 ダムウェーター

空調設備 個別方式 電気設備 特別なものはない

防災設備 自動火災報知器ほか その他 －

２．建物価格

②建物数量 ③再調達原価総額（①×②） ④現価率 ⑤積算価格（③×④）

568.11㎡ 142,000,000円 45% 63,900,000円

⑥配分率 ⑦積算価格（⑤×⑥） ⑧持分
⑨持分に対応する
積算価格（⑤×⑧）

- - - -

大阪府泉佐野市りんくう往来北1番

物件コード

所
在
地
等

所在地

交通・接近条件

公法上の規制

周辺の土地利用の状況 工場・流通関係の倉庫等が建ち並ぶ地域

建
物
全
体

建築時期 平成6年3月

建物数量

構造・用途等

建物名称 泉佐野営業所

所有形態 単独所有

部分別使用資材等

付帯設備等

設計・意匠

建物の状況 築後約１１年を経過し、経年相当の摩滅・老朽化が認められる。維持管理の状態は普通。

平均的な事務所として設計されているが、１階に浴室が設けられるなど、一部やや特殊な仕様となってい
る。

改修等の経緯 平成１６年１月にボイラーを撤去し、給湯器が設置された。

主な確認資料 管理図、固定資産台帳

①再調達原価（単価）

250,000円/㎡

積算価額査定調書（調査報告書）

※2 「期末簿価」は、当初の取得原価を算出するための文書
が現存していることから、これを基に企業会計上の取得原価
を算出し減価償却を実施したもの。

建物名称

資産名称

資産価額 期末簿価 ※2

評  価  額

評価方法

泉佐野営業所（湾岸線）

事務所建物（RC造）

鑑定手法のうち原価法を準用　※1

（調査結果については、右に調査報告書を添付）



料金徴収施設の具体的な評価事例について （2）
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料金徴収施設 構築物（料金徴収ブース）料金徴収施設 構築物（料金徴収ブース）

※1 「期末簿価」は、当初の取得原価を算出するための文書が現存していることから、これを基に企業会計上の取得原価を算
出し減価償却を実施したもの。

料金所名称

資産名称

評価方法

資産価額（期末簿価※1）

○期末簿価算出過程

取得原価

取得年月 平成15年3月

耐用年数 45年

減価償却方法 定額法

計算式 〔減価償却累計額〕

〔期末簿価〕

取得価額（　　　　）－減価償却累計額（　　　　）＝　　　　円

｛取得原価（　　　　）－残存価額（　　　　）｝×定額法償却率（0.023）×経過年数
（2年1ヶ月）＝　　　　円

喜連瓜破料金所（松原線）

簿価 

料金徴収ブース（S造）／（第１レーン）



料金徴収施設 機械装置 （ﾌﾟﾘﾍﾟｲﾄﾞｶｰﾄﾞ処理機）料金徴収施設 機械装置 （ﾌﾟﾘﾍﾟｲﾄﾞｶｰﾄﾞ処理機）
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料金徴収施設の具体的な評価事例について（3）

※1 「期末簿価」は、当初の取得原価を算出するための文書が現存していることから、これを基に企業会計上の取得原価
を算出し減価償却を実施したもの。

料金所名称

資産名称

評価方法

資産価額（期末簿価※1）

○期末簿価算出過程

取得原価

取得年月 平成8年11月

耐用年数 10年

減価償却方法 定額法

計算式 〔減価償却累計額〕

〔期末簿価〕

取得価額（　　　　）－減価償却累計額（　　　　）＝　　　　円

｛取得原価（　　　　）－残存価額（　　　　）｝×定額法償却率（0.1）×経過年数（8
年5ヶ月）＝　　　　円

喜連瓜破料金所（松原線）

簿価

プリペイドカード処理機／（第１レーン）
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料金徴収施設の具体的な評価事例について（4）

喜連瓜破料金所 料金徴収施設 評価額合計喜連瓜破料金所 料金徴収施設 評価額合計

分類

料金徴収ブース （Ａ）

大屋根 （Ｂ）

ETC門構 （Ｃ）

ETC設備 ①～⑧

料金徴収機械設備 ⑨～⑩

その他電気設備等 － －

Ｐ３

  喜連瓜破料金所　合計

機械装置

主な資産名称 評価額P2,P3のイメージとの対応

構築物 Ｐ２




